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１ はじめに 

長野県知事から内閣府規制改革・行政改革担当大臣に対し、圧縮機（塗料の吹き付けや空気圧を利用

した工具等に用いられるコンプレッサー）の性能が向上している一方、「騒音規制法（昭和 43年法律第

98 号）及び振動規制法（昭和 51 年法律第 64号）（以下「法」という。）」の規制基準は長い間改正され

ていないとして、技術革新を踏まえた規制基準の見直しを行うよう要望がなされました。これを受けて

環境省は、学識経験者等で構成する検討会での審議を踏まえ、発生する騒音・振動の大きさが一定以下

の圧縮機については、生活環境保全上問題ないものとして規制対象外とし、令和３年 12 月 24 日に法

施行令の改正を行い、令和４年 12月１日から施行されることとなりました。このうち、振動規制法に

ついては、圧縮方式がスクリュー式である圧縮機を規制対象外とする「一定の限度を超える大きさの振

動を発生しないものとして環境大臣が指定する圧縮機を定める告示（環境省告示第五十二号）」が公布

されました。 

県では、公害の防止、環境への負荷低減等を図るため、三重県生活環境の保全に関する条例（以下

「条例」という。）及び条例施行規則（以下「規則」という。）において「指定施設」を定め、各種法令

で規制対象となっていない施設の規制を行っています。 

条例及び規則では、法に基づく指定地域以外に設置する圧縮機を「指定施設」として規制しています

（工業専用地域を除く。）。今回の法施行令改正により、発生する騒音・振動の大きさが一定以下の圧縮

機については、同じ施設であっても法と条例で規制対象に不整合が生じることから、条例における規制

のあり方について三重県環境審議会（以下「審議会」という。）に諮問を行いました。 

審議会では専門部会として騒音・振動部会（以下「部会」という。）を設け、部会ではこれまでに３

回の審議を行い、「三重県生活環境の保全に関する条例で定める指定施設（騒音・振動）の見直しにつ

いて」としてとりまとめましたので報告します。 
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２ 現況 

（１）圧縮機等に係る規制の現況 

圧縮機（コンプレッサー）は、圧縮した気体をタンクにため、当該圧縮気体を動力源として工作機械

等で使用するための機器で、塗料の吹き付けや空気圧を利用した工具等に用いられています。日本標準

商品分類において、おおむね圧縮機（冷凍機を除く。）（分類番号 31 2）と送風機（排風機を含む）（分

類番号 31 4）に分類されるものが規制の対象となり、同じ規模のものについて、法に基づく指定地域

では法による規制を受け、その他の地域では条例の規制を受けます。 

騒音については、条例の前身である三重県公害防止条例施行規則（三重県規則第 29 号）において、

法と同規模の空気圧縮機を条例の指定施設としてきました。振動については、振動規制法の施行（昭和

51 年 12 月１日）で圧縮機が特定施設となる際、三重県公害対策審議会（昭和 52 年８月１日開催）の

審議において、「法による特定施設をもり込む必要があるとともに、過去５カ年間における苦情発生の

状況及び実態調査資料に基づき検討（振動部会報告書（昭和 52 年７月 11 日付け公対審第９号））」し

た結果、法と同規模の圧縮機を含め 11の施設を県条例の指定施設に追加しました。なお、周辺自治体

の条例では、自治体ごとに異なる内容で圧縮機等を規制しています。（参考資料１） 

指定地域内に特定工場等（特定施設を設置する工場又は事業場）を設置している者は、当該特定工場

等の敷地境界において、騒音又は振動の規制基準を遵守しなければなりません。また、指定施設を設置

している者は、当該工場等の敷地境界において、騒音又は振動の排出基準を遵守しなければなりませ

ん。（参考資料２－１、２－２） 

 

 特定施設・指定施設 規制地域 

騒音規制法 
空気圧縮機及び送風機 

（原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限る。） 
指定地域※ 

振動規制法 
圧縮機 

（原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限る。）※冷凍機を除く 
指定地域※ 

条例（騒音） 
空気圧縮機 

（原動機の定格出力が 7.5kW 以上であること。） 

その他の 

地域 

条例（振動） 
圧縮機（冷凍機を除く。） 

（原動機の定格出力が 7.5kW 以上であること。） 

その他の 

地域 
※指定地域 
○騒音規制法第３条第１項 

都道府県知事（市の区域内の地域については、市長。第三項（次条第三項において準用する場合を
含む。）及び同条第一項において同じ。）は、住居が集合している地域、病院又は学校の周辺の地域
その他の騒音を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地域を、特定
工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴つて発生する騒音について規制する地域とし
て指定しなければならない。 

○振動規制法第３条第１項 
都道府県知事（市の区域内の地域については、市長。第三項（次条第三項において準用する場合を
含む。）及び同条第一項において同じ。）は、住居が集合している地域、病院又は学校の周辺の地域
その他の地域で振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認めるものを
指定しなければならない。  

津市、四日市市、伊勢市、松阪市（旧松阪市の区域のみ）、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、
鳥羽市、いなべ市（員弁町の区域のみ）、伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町及び川越
町の区域のうち、都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低
層住居専用地域、第 1種中高層住居専用地域、第 2種中高層住居専用地域、第 1種住居地域、第
2種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域並びに津市、伊
勢市、尾鷲市及び熊野市の区域のうち市長が指定した地域 
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（２）圧縮機等に係る設置数の現況 

県内の騒音規制法、振動規制法及び条例の圧縮機等に係る工場数及び施設数とも微増傾向にあり、振

動関係施設よりも騒音関係施設が多く設置されています。（参考資料３－１、３－２） 

 

（３）圧縮機等に係る苦情の現況 

三重県の圧縮機等に係る平成 27 年度から令和元年度の公害苦情件数の状況は、騒音苦情は年間６～

12 件、振動苦情は年間０～１件を処理しており、騒音苦情より振動苦情は少ない傾向があります。そ

の内訳を確認したところ、空気圧縮機本体による騒音苦情は１件、圧縮機本体による振動苦情は１件で

した。また、圧縮機等以外の機器（付随する別の機械等）によるものは、騒音苦情は３４件、振動苦情

は２件で、その他の苦情や詳細が不明なものは騒音苦情で７件、振動苦情で０件でした。また、圧縮機

本体による騒音苦情の１件はレシプロ式の空気圧縮機によるもの、圧縮機本体による振動苦情の１件

はスクリュー式の圧縮機を設置している事業者で、事業場全体に対する苦情であり、圧縮機が直接的な

原因かどうかは不明でした。（参考資料４） 

 

３ 基本的な考え方 

条例の見直しにあたっては、以下の事項に留意する必要があります。 

① 騒音規制については、国の報告で「スクロール式の機器をはじめ、騒音レベルが相当程度低いと

考えられる機器が存在するものの、設置の仕方によらず、生活環境保全上問題がないと評価でき

るようなものは存在しないと考えられる。」と結論づけられたことから、空気圧縮機に係る条例

の現行の規制は継続することが望ましい。ただし、今後、騒音規制法の再見直しが行われ、「一

定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するもの」が告示され

る場合は、規制対象外とすることが望ましい。 

② 振動規制については、国の報告で「原動機の定格出力によらず、スクリュー式の圧縮機が引き起

こす振動レベルは相当程度小さく、生活環境保全上問題ないと評価できるレベルにあり、機器の

圧縮方式を審査し、個別に低振動型機器として指定することで規制対象から除外することが妥

当であると考えられる。」とされたことから、スクリュー式の圧縮機は条例の規制対象外とする

ことが望ましい。 

③ 法に基づく指定地域に設置されるスクリュー式の圧縮機は、振動規制法の対象外となり、国の調

査結果から「測定を実施したすべての機器が『工場振動に係る規制対象施設の考え方』で示され

た振動レベルを下回っており」、また、「原動機の定格出力によらず、スクリュー式の圧縮機が引

き起こす振動レベルは相当程度小さく」とあることから、条例により追加で振動規制を行う必要

はないと考えられる。 

 

４ 検討結果 

国は、検討の結果、令和３年 12 月 24 日、騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正す

る政令（政令第 346 号）を公布し、騒音規制法施行令及び振動規制法施行令とも施設の規模要件につい

て、一定の限度を超える大きさの騒音（振動規制法施行令の場合は振動）を発生しないものとして環境

大臣が指定するものを除くこととなりました。 
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また、振動規制法に関しては、令和４年５月 24日に一定の限度を超える大きさの振動を発生しない

ものとして環境大臣が指定する圧縮機を定める告示が公布され、令和４年 12 月１日から、メーカーが

申請を行ったものを環境省が個別に指定するスクリュー式の圧縮機が振動規制法の規制対象外となり

ます。 

 

 改正前 改正後 

騒音規制法

施行令 

別表第１第

２の項 

空気圧縮機及

び送風機（原

動機の定格出

力が 7.5kW 以

上のものに限

る。） 

空気圧縮機（一定の限度を超え

る大きさの騒音を発生しない

ものとして環境大臣が指定す

るものを除き、原動機の定格出

力が7.5kW以上のものに限る。）

及び送風機（原動機の定格出力

が 7.5kW 以上のものに限る。） 

告示なし 

振動規制法

施行令 

別表第１第

２の項 

圧縮機（原動

機の定格出力

が 7.5kW 以上

の も の に 限

る。） 

圧縮機（一定の限度を超える大

きさの振動を発生しないもの

として環境大臣が指定するも

のを除き、原動機の定格出力が

7.5kW 以上のものに限る。） 

【一定の限度を超える大きさの振動

を発生しないものとして環境大臣が

指定する圧縮機を定める告示（令和

４年５月 24 日環境省告示第 52号）】 

工場及び事業場における通常の運

転状態において、当該圧縮機から５

メートル離れた地点における振動が

60 デシベルを超えないものとみなさ

れる圧縮機（圧縮方式がスクリュー

式である圧縮機） 

 

この改正の結果、事業者は、国が指定した定格出力 7.5kW 以上のスクリュー式の圧縮機を設置する

場合、振動規制法第３条第１項に基づく指定地域に設置する場合は振動規制法の規制対象外となりま

すが、その他の地域に設置しようとする場合は条例の規制対象となります。 

振動規制法に規定する指定地域は、振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があ

ると認めるものとして、住居が集合している地域、病院又は学校の周辺の地域その他の地域とされてい

ます。 

一方、条例では、指定地域以外のその他の地域について規制を行っており、圧縮機のこれまでの苦情

件数の状況からも、国の検討において生活環境保全上問題がないと評価されたスクリュー式である圧

縮機は、法と同様に規制対象外としても影響は少ないものと考えられます。また、今後、さらなる見直

しにより、スクリュー式以外の圧縮機について、一定の限度を超える大きさの振動を発生しないものと

して環境大臣が指定するものが告示される場合も、今回と同様に条例の規制対象外とすることが妥当

です。 

なお、騒音規制法については、今回、環境大臣が指定する空気圧縮機は無いという結論となりました

が、今後、さらなる見直しが行われ、国の検討において生活環境保全上問題がないと評価され、一定の

限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものが告示される場合は、振

動規制法と同様に条例規則の対象外とすることが妥当です。 
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